大阪府指定障害者支援施設の指定並びに人員、設備及び運営に関する
基準を定める条例及び同条例施行規則実施要綱
１　趣旨
この要綱は、大阪府指定障害者支援施設の指定並びに人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成24年大阪府条例第108号。以下「条例」という。）及び大阪府指定障害者支援施設の指定並びに人員、設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則（平成25年大阪府規則第29号。以下「施行規則」という。）の実施に関し必要な事項を定めるものとする。
２　定義
この要綱の用語の意義は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第172号）、条例並びに施行規則の定めるところによる。
３　利用者負担額等の受領
条例第20条第４項の費用の内容について知事が定めるところとは、食事の提供に要する費用、光熱水費及び居室の提供に要する費用に係る利用料等に関する指針（平成18年厚生労働省告示第545号）二のイ及びロの内容とする。
４　介護
条例第27条第３項の知事が定める援助は、排せつの介護について、利用者の心身の状況や排せつ状況などをもとに、自立支援の観点から、トイレ誘導や排せつ介助等について適切な方法により実施するものとする。また、条例第27条第５項の知事が定める援助は、指定障がい者支援施設は利用者にとって生活の場であることから、居宅における生活と同様に、通常の一日の生活の流れに沿って、離床、着替え、整容など利用者の心身の状況に応じた日常生活上の世話を適切に行うものとする。
５　訓練
条例第28条第２項の知事が定める訓練とは、単に身体機能の維持又は向上のための訓練を行うのみならず、利用者が当該施設を退所し、地域において自立した日常生活又は社会生活を営めるよう、当該利用者の生活全般にわたる諸課題を解決するための訓練も含め、総合的な支援を行うものでなければならないことである。
６　非常災害対策
条例47条第１項の知事が定める設備とは、消防法（昭和23年法律第186号）その他法令等に規定された設備を指しており、それらの設備を確実に設置することとする。
７　衛生管理等
条例第48条第１項の知事が定める衛生上必要な措置とは、従業者が感染源となることを予防し、また従業者を感染の危険から守るため、手指を洗浄するための設備や使い捨ての手袋等感染を予防するための備品等を備えるなど対策を講じるべきこととする。
８　秘密保持等
条例第52条第２項の知事が定める措置とは、過去に当該指定障がい者支援施設の従業者及び管理者であった者が、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を取ることを義務付けたものであり、具体的には、指定障がい者支援施設は、当該指定障がい者支援施設の従業者等が、従業者等でなくなった後においてもこれらの秘密を保持すべき旨を従業者の雇用時等に取り決め、例えば違約金についての定めを置くこととする。
９　その他の事項の取扱い
　　３から８までに定める事項以外の事項の取扱いについては、大阪府独自基準に係る部分を除き、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準について（平成19年１月26日付け障発第0126001号）」に定めるところによるものとする。
附　則
　この要綱は、平成25年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

